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研究成果の概要：中間市民生児童委員を対象に、3年間で 13テーマの研修を実施した。様々

な精神障害について、校区別に座談会方式で地域の事例を取り上げながら研修を実施した。多

くの参加者はこの研修を有意義なものと受け止めたことがアンケート結果から示された。今後

は、より現場の状況に即した支援事例を提示すること、参加型の研修にすること、地域の精神

医療機関の方々を交えた研修会を開催することなどを取り入れることが必要である。 

 

交付額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2006 年度 900,000 0 900,000 

2007 年度 800,000 240,000 1,040,000 

2008 年度 800,000 240,000 1,040,000 

年度    

  年度    

総 計 2,500,000 480,000 2,980,000 

 
 

研究分野：医歯薬学 

科研費の分科・細目：内科系臨床医学・精神神経科学 

キーワード：地域精神保健、民生委員、精神障害 

 

１．研究開始当初の背景 

地域における自殺予防対策においては、地

域や対象者の特性を踏まえて地域に根ざし

た細やかで継続的なうつ病対策を実施して

いくことが重要であり、その中心は地域住民

とじかに接する活動を展開している民生委

員である。しかしながら、地域の保健医療従

事者と民生委員との連携が不十分であった

り、民生委員自身がうつ病をはじめとした精

神疾患の理解が十分でないために、地域にお

ける精神疾患の啓蒙活動、自殺予防が進みに

くい状況が考えられる。民生委員に対する精

神障害の啓蒙教育が有効であることについ

ては既に総論的には論じられているものの、

実際にどのような教育プログラムを実施す

ればよいのかについては明確になってはい

ない。国立神経精神センターが「行政担当者

のための自殺予防対策マニュアル」を公開し
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ており、その中の一部に民生委員をはじめと

した地区組織の性格や活動方法について述

べられており、本研究の参考になるが、内容

は総論的であり、本研究のように民生委員に

対する精神障害の啓発活動の方法を具体的、

継続的に探った研究は、申請者の知る限りで

はこれまで報告されていない。 

 

２．研究の目的 

福岡県中間市において障害者地域活動支

援センターと連携して、民生委員を対象とし

て精神障害に関する様々な教育を実施し、民

生委員が精神障害に対する理解を深め、地域

保健医療従事者とのよい連携を築くにはど

のような教育を実施すればよいかを明らか

にする。民生委員に対する有効な教育の方法

が明らかになれば、今後実施される自殺予防

における地域介入の１つの具体的な手段を

示すことができる。民生委員は、比較的高齢

の方々がなっていることが多く（今回研究対

象とする中間市の民生委員の大多数が 60 歳

以上）、教育前には精神障害についての理解

が乏しいものも少なくないと思われる。今回

のような教育の実施により、民生委員の精神

障害に対する意識は大きく変わることが予

測されるが、実際に民生委員が地域での精神

障害の啓蒙、うつ病・自殺対策等に関われる

ようになるためにどのような教育を実施す

るのが有効なのかを本研究を通して探る。 

 

３．研究の方法 

福岡県中間市において精神障害者地域生

活支援センターと連携して民生委員を対象

とした精神障害に関する様々な教育を実施

し、民生委員が精神障害に対する理解を深め、

地域保健医療従事者とのよりよい連携を築

くにはどのような教育を実施すればよいか

を明らかにすることを目的とした研究を実

施する。本研修開始時に参加した民生児童委

員は全員の 74 名（男性 48 名、女性 26 名）

であった。年代は 60 歳代、70 歳代が参加者

の約 8割を占めていたことが特徴であったが、

これは全国の民生児童委員の年代別割合と

大差はない。中間市の民生児童委員連絡協議

会は、年に 12 回の協議会を開催し、うち 4

回が６校区別に行われるブロック会議であ

る。報告者は、中間市障害者地域活動支援セ

ンター職員、中間市こころの健康づくり事業

に関わっている精神保健福祉士・臨床心理士

らとともに、ブロック会議に合わせて６校区

別に研修会を開催した。 

 

４．研究成果 

平成 18年 4月～平成 21年 3月までの 3年

間で、以下のような研修を実施した。このう

ち、全民生委員の集う研修は、⑥、⑪のここ

ろの健康づくり事業計画に関する講義（1回、

60 分）のみで、それ以外は各校区の民生児童

委員協議会のブロック会議に合わせて開催

した。3 年間で研修会は、計 51 回実施したこ

とになる。テーマは、①うつ病と自殺予防（平

成 18 年 8月）、②精神保健相談の受け方（同

年 10 月）、③アルコール問題（平成 19 年 2

月）、④統合失調症（同年 5 月）⑤自死遺族

の心理（同年 8 月）、⑥中間市こころの健康

づくり事業について（同年 9 月）、⑦認知症

（同年 10 月）、⑧自立支援法（平成 20 年 2

月）、⑨見守り活動（同年 5 月）、⑩高齢者の

支援（同年 8 月）、⑪中間市こころの健康づ

くり事業について（同年 9月）、⑫うつ病（同

年 10 月）、⑬アルコール依存症（平成 21 年 2

月）であった。 

１年間の研修を通じて参加者の戸惑いが

徐々に少なくなり、活発な議論が増えてきた。

一方で、１年間の研修実施後、6 つの校区の

うち 2 つの校区が、時間の都合がつかないこ

とを主な理由として本研修を中断した。この

1 年間の取り組みを行う中で分かってきたこ



 

 

とは、①民生児童委員の中でもこのような研

修会の意義については温度差がある。②実際

に精神障害の方と接する事例に遭遇した経

験があり、また、そのことで悩んでいるもの

は必ずしも多くない、③民生児童委員の仕事

として研修をとらえるのではなく、自分自身

の問題として理解するものも多い、④行政と

の連携が不十分であることの不満がでやす

い、⑤地域の社会資源を把握できていないと

いうことであった。そこで今後の方向性とし

て①まずは一人の住民として精神障害の理

解を深めること、②理解しやすく、より端的

な形で教育する必要があること、③必要に応

じて行政や社会資源との連携ができるよう

具体的に伝えることを意識して取り組むよ

うに軌道修正した。 

研修 2 年目の第７回からは、参加者の約 1

／3 程度が、新規の民生児童委員に入れ替わ

ったため、これまで 2 年間研修に参加してき

た者と新規に参加した者に分けて、それまで

の 6 回の研修についての知識を調査した。46

名（継続者 31 名、新規者 15 名）が回答した。

本研修会が開始されるのとほぼ同時期に、中

間市では「こころの健康づくり事業」という

自殺予防対策のモデル事業が開始され、市内

では様々な場所でうつ病や自殺予防、ストレ

スに関する研修などが開催されるようにな

った。従って、今回アンケートに回答した民

生児童委員は、こころの相談員研修会以外の

研修会で、うつ病や自殺予防についての講演

等を受講する機会が複数回あったと思われ

る。新規群でもうつ病の自覚的理解度（「大

体知っている」、「少し知っている」と回答し

た者の合計）が 90％を超えていたこと、自殺

の危険についての理解度が 46％あったこと

はそのような状況を反映した可能性がある。

継続群と比較して新規群で理解度が低かっ

た「統合失調症」については、その疾患の症

状や疫学（遺伝病ではないことなど）を中心

とした知識をまずはわかりやすく伝えるこ

とが大切と感じられた。民生児童委員に限ら

ず、地域の様々な相談窓口において、相談者

が精神障害を持っていることはなんとなく

わかるが、何の病気なのかはわからないとい

う場面に対人援助職が遭遇することは必ず

ある。その際に、相談者が未受診であれば精

神科に受診するように支援できることが望

ましい。そのためには「精神障害は誰にでも

起こりうる病気であること」、「脳の神経伝達

などに異常が生じており、薬物療法が有効で

あること」、「精神科の薬は安全であること」、

「精神障害を持っていても周囲は依存させ

るのではなく、自立を支援する関わりをする

こと、地域の社会資源を利用すること」など

をわかりやすく伝える必要があるだろう。ア

ルコール依存症、認知症は両群とも理解度が

高い結果となった。特に認知症については、

民生児童委員の日常の活動の中で認知症の

高齢者の相談、支援に関わる者が多く、研修

（第７回）でも活発な議論が交わされた。し

かし、障害の理解は必ずしも正確ではなく、

研修参加者の中でも「うつ病の患者は年をと

ると認知症になる」といった誤った理解をし

ている者もいた。研修後アンケートによれば、

原因によって治る認知症があること（たとえ

ば慢性硬膜下血腫による認知症）や認知症の

進行を予防する薬があること、近隣地域の数

か所の病院に「物忘れ外来」という認知症の

初期状態を診断する外来があることなどの

知識を得たことが参加者にとって有用であ

ったようだ。「精神障害を持った方々からの

相談の受け方」、「身内が自殺した遺族の心

理」については、今回の結果では理解度がや

や低い結果となった。特に自死遺族の心理に

ついては、そのような状況に遭遇した経験が

ないことが反映したと思われる。また、「相



 

 

談の受け方」については、参加者が通常民生

児童委員として住民から受けている相談の

受け方と、精神障害を持った方々からの相談

の受け方の違いがよく理解できていない状

況を反映した可能性が考えられた。傾聴法の

考え方を理解し、身につけることが精神障害

を持った方々からの相談の受け方の基本に

なるため、傾聴法の研修についてはより効果

的な方法で研修を実施する必要があるだろ

う。 

３年間で 13 テーマの研修（総研修会数 51

回）を実施したが、研修会の内容は必ずしも

掘り下げた内容にならず、精神障害について

の基礎的な知識を伝授することしかできな

かった感がある。その理由には、時間的な制

約があったこと（基本的に講義は 30 分以内

にするという参加者からの要望）、参加者の

知識、研修に対する意欲に温度差があったこ

となどが挙げられる。しかし、多くの参加者

はこの研修を有意義なものと受け止めたこ

とはアンケート結果から示された。今後は、

より現場の状況に即した精神障害を持つ方

への支援事例をわかりやすい資料（ＤＶＤな

ど）にして提示すること、参加型の研修にす

ること、地域の精神医療機関の方々等を交え

た研修会を開催すること、臨床心理士や精神

保健福祉士の視点からの研修（特に相談の受

け方、傾聴法などで）を取り入れることなど

が必要と思う。 

 この 3年間の取り組みで中間市内の各校区

における精神保健上の問題点が見え始めた。

地域における自殺予防対策には、「広いエリ

アでの啓発」と「狭いエリアでの啓発」を並

行して実施していくことが必要である。前者

は、精神障害を啓発するリーフレットの全戸

配布や大規模な講演会の開催、市内の精神保

健システムの整備などが該当する。後者には

校区などのより狭い地区内に起こる精神保

健上の問題点を把握・分析し、その地区の特

性に応じた対策を講じられる仕組みを作る

こと、そしてなによりも自殺のハイリスク者

が地域でタイムリーに適切な支援を受けら

れることが重要である。我々は、本研究でそ

のような、狭いエリアに入り込んで、校区で

住民と身近に接している（すなわち、自殺の

ハイリスク者の最初の支援窓口としてタイ

ムリーに関われる可能性の高い位置にいる）

民生児童委員に対して啓発、ネットワークづ

くりを試みることで、フィールドワーク的な

自殺予防対策につなげようと考えた。人口約

4 万 7 千人の中間市では、近年は年間 15 名

前後の自殺者がある。例えばそのうち 2 割の

自殺者を減らすと考えたならば、年間 3 名の

自殺者を減らすということになる。自殺の背

景には、個人的な問題と社会的な問題、社会

構造的な問題が絡んでいることが多いこと

はすでに指摘されており、社会構造的な問題

への対策は簡単なものではないだろうが、個

人的な支援という視点ではできることはま

だまだ多くある。その１つが、地域の顔が見

える関係で、「どんなことがあっても死んで

はいけない。一緒に考えよう。」と言ってく

れる熱い気持ちを持った方々とのふれあい

である。言うまでもないことであろうが、民

生児童委員はこれまで長年にわたって地域

の福祉・保健を草の根で支えてきた方々であ

る。今回の 3 年間の研修でもその熱い思いを

十分に共有することができた。残念ながらこ

の 3年間ではその下地作り程度しかできなか

った気がするが、民生児童委員と連携した自

殺対策は今の日本において必要な１つの方

策であるという考え方は変わっていない。今

後この研究を継続していく中で、民生児童委

員と連携し、地域特性に応じた自殺予防対策

をさらに探っていきたいと思っている。 

 本研究は、とにかく地域に入り込んで研修



 

 

を実践するという目的があったため、民生児

童委員のブロック会議の日時に研修会を合わ

せ、各公民館に出向いた。結果として研修担

当者には、私的な時間を割いて休日や夜間の

研修に参加していただいたことも少なくなか

った。その点で本研究は大きな労力を要した

と思う。しかし、その労力と引き換えに我々

は「研修を受ける側の視点」、「地域の実情」

を大いに学んだ。本研究での研修はいったん

終了するため、今後は研修の開催日時の都合

を民生児童委員と折り合って決めていく形に

しなければ、本研修を継続していくのは難し

くなるかもしれない。しかし、最後の研修会

を終了した時点で、多くの参加者が研修の継

続を希望され、民生児童委員の皆様から「来

年度は地区毎に、自らの地区で問題になって

いるテーマを提案して研修してほしい」とい

う声も上がった。参加者が自主的にこのよう

な連携を求めてくれたこと自体が、3年間の研

修の大きな成果であると感じている。 
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